
 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の概要 

☆本法律施行の経緯 
 道路運送法の対象はバス・タクシー事業に限られている。しかし、地方公共交通を構

成する交通機関には鉄道や船舶などもあり、地域公共交通の見直しにあたってはこれら

機関の充実やバスとの連携強化などについても検討していくことが必要である。そのた

めに、従来の道路運送法・鉄道事業法・軌道法・海上運送法という縦割り型の法制度を

包括し、地域公共交通を活性化・再生するための新しい枠組みが必要であるという認識

が高まった。平成１９年１０月１日に施行された「地域公共交通の活性化及び再生に関

する法律」は、この認識のもとにつくられた新しい法律である。 
 
☆本法律の概要 
１．地域公共交通特定事業 
 以下の５つの事業を「地域公共交通特定事業」と呼び、これらの推進をはかるための

手続き円滑・弾力化、自治体の起債対象化が行われた。 
・軌道運送高度化事業：より優れた加速・減速性能を有する車両を利用。上下分離制度 
・道路運送高度化事業：より大型のバス（連接バス等）を利用。交通規制など道路交通

の円滑化に資する措置と併用 
・海上運送高度化事業：より優れた加速・減速性能を有する船舶を利用 
・乗継円滑化事業：接続ダイヤの改善、乗車船券の共通化、乗降場の改善等 
・鉄道再生事業：事業廃止届出がされた鉄道事業の維持を、地域の支援によって図る 
 
２．法定協議会と地域公共交通総合連携計画 
 地域公共交通活性化・再生策（１の地域公共交通特定事業のほか、バス再編なども含

めた地域公共交通活性化・再生策）を実施するにあたり、関係主体（市町村・公共交通

事業者・道路管理者・港湾管理者・公安委員会・住民等）による協議会を設け、「地域

公共交通総合連携計画」を策定することができる。この計画に沿って行われる各事業を

対象に、国の補助制度の拡充などが図られることになっている。 
 この法定協議会では、公共交通事業者・道路管理者等に参加応諾義務が科せられてい

る。また、道路運送法による地域公共交通会議をそのまま法定協議会と位置付けること

も可能となっている。この場合、バス・タクシーのみが協議対象となるが、委員を拡充

することで他の交通機関についても協議対象とすることができる。 
 
３．新地域旅客運送事業 
 DMV (Dual Mode Vehicle：鉄道線路も道路も走れる車両) や水陸両用車といった、
従来は複数の法律にまたがっていた交通機関の導入促進のため、事業許可手続きの合理

化が図られた。 
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地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（抜粋） 

（平成１９年５月２５日公布、同年１０月１日施行） 
 
(目的) 
第１条 この法律は、近年における急速な少子高齢化の進展、移動のための交通手段に

関する利用者の選好の変化により地域公共交通の維持に困難を生じていること等の

社会経済情勢の変化に対応し、地域住民の自立した日常生活及び社会生活の確保、活

力ある都市活動の実現、観光その他の地域間の交流の促進並びに交通に係る環境への

負荷の低減を図る観点から地域公共交通の活性化及び再生を推進することが重要と

なっていることにかんがみ、市町村による地域公共交通総合連携計画の作成及び地域

公共交通特定事業の実施に関する措置並びに新地域旅客運送事業の円滑化を図るた

めの措置について定めることにより、地域公共交通の活性化及び再生のための地域に

おける主体的な取組及び創意工夫を総合的、一体的かつ効率的に推進し、もって個性

豊かで活力に満ちた地域社会の実現に寄与することを目的とする。 
第２条～第４条まで省略 
 
(地域公共交通総合連携計画) 
第５条 市町村は、基本方針に基づき、国土交通省令で定めるところにより、単独で又

は共同して、当該市町村の区域内について、地域公共交通の活性化及び再生を総合的

かつ一体的に推進するための計画（以下「地域公共交通総合連携計画」という。）を

作成することができる。 
２ 地域公共交通総合連携計画においては、次に掲げる事項について定めるものとする。 
 (1) 地域公共交通の活性化及び再生の総合的かつ一体的な推進に関する基本的な方針 

(2) 地域公共交通総合連携計画の区域 
(3) 地域公共交通総合連携計画の目標 
(4) 前号の目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項 
(5) 計画期間 
(6) 前各号に掲げるもののほか、地域公共交通総合連携計画の実施に関し当該市町村
が必要と認める事項 

３ 前項第４号に掲げる事項には、地域公共交通特定事業に関する事項を定めることが

できる。 
４ 地域公共交通総合連携計画は、都市計画、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）

第１８条の２の市町村の都市計画に関する基本的な方針、中心市街地の活性化に関す

る法律（平成１０年法律第９２号）第９条の中心市街地の活性化に関する施策を総合

的かつ一体的に推進するための基本的な計画及び高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号）第２５条の移動等円滑化に係る事業

の重点的かつ一体的な推進に関する基本的な構想との調和が保たれ、かつ、地方自治



法（昭和２２年法律第６７号）第２条第４項の基本構想に即したものでなければなら

ない。 
５ 市町村は、地域公共交通総合連携計画を作成しようとするときは、あらかじめ、住

民、地域公共交通の利用者その他利害関係者の意見を反映させるために必要な措置を

講じなければならない。 
６ 市町村は、地域公共交通総合連携計画を作成しようとするときは、これに定めよう

とする第２項第４号に掲げる事項について、次条第１項の協議会が組織されている場

合には協議会における協議を、同項の協議会が組織されていない場合には関係する公

共交通事業者等、道路管理者、港湾管理者その他地域公共交通総合連携計画に定めよ

うとする事業を実施すると見込まれる者及び関係する公安委員会と協議をしなけれ

ばならない。 
７ 市町村は、地域公共交通総合連携計画を作成したときは、遅延なく、これを公表す

るとともに、主務大臣、都道府県並びに関係する公共交通事業者等、道路管理者、港

湾管理者その他地域公共交通総合連携計画に定める事業を実施すると見込まれる者

及び関係する公安委員会に、地域公共交通総合連携計画を送付しなければならない。 
第８項及び第９項省略 
 
（協議会） 
第６条 地域公共交通総合連携計画を作成しようとする市町村は、地域公共交通総合連

携計画の作成に関する協議及び地域公共交通総合連携計画の実施に係る連絡調整を

行うための協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 
２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。 

(1) 地域公共交通総合連携計画を作成しようとする市町村 
(2) 関係する公共交通事業者等、道路管理者、港湾管理者その他地域公共交通 
総合連携計画に定めようとする事業を実施すると見込まれる者 

(3) 関係する公安委員会及び地域公共交通の利用者、学識経験者その他の当該市町村
が必要と認める者 

３ 第１項の規定により協議会を組織する市町村は、同項に規定する協議を行う旨を前

項第２号に掲げる者に通知しなければならない。 
４ 前項の規定による通知を受けた者は、正当な理由がある場合を除き、当該通知に係

る協議に応じなければならない。 
５ 協議会において協議が整った事項については、協議会の構成員はその協議の結果を

尊重しなければならない。 
６ 主務大臣及び都道府県は、地域公共交通総合連携計画の作成が円滑に行われるよう

に、協議会の構成員の求めに応じて、必要な助言をすることができる。 
７ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 
第７条以下省略 
 
 



 


